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【11月は「社会保険料」について】 

 社会保険料は４月から６月に支給した総報酬額で、

１年間の決定が行われます。 

 今回はよくある質問をご紹介いたします。 

 

★4 月から６月に多く歩合給が発生する場合、不利

になるのではないか？ 

社会保険料は４月から６月に支給した総報酬額で、

年間の決定が行われるため不利です。 

年度末にがんばって成績を上げる営業社員さんが

多い会社は、給与規程を会社の事情にあわせる必要が

あります。 

 

★４月に入社した場合は4月も計算にいれるのか？ 

４月の締め日における勤務日数によって違います

が、例えば１５日締めの会社では４月の給与は計算か

ら除かれます。簡単に言うと、５月と６月の平均で計

算いたします。 

 

★通勤費を半年に１回払う場合は計算は？ 

 毎月に計算を引き直して計算します。 

  

★４月入社時は残業代は見込み額で良いのか？ 

 ４月に入社した場合のいわゆる「資格取得時決

定」の質問です。 

あくまでも「見込み額」で申請します。 

具体に的には、、、、弊社まで個別に相談してく

ださい。 

 

★社会保険料は何％になるのか。 

 毎年上がり続けている社会保険料ですが、これ

からもどんどん上がって行くと思います。 

ちなみに日本は企業負担が約１５％ですが、ベト

ナムは約２０％で、まだまだ安い方です。 

 

特に、新規に会社を設立した会社が、順調に売上

が伸びて、個人から法人に代わるときや、初めて正

社員を雇う時が、最も注意しないといけないのがこ

の「社会保険料負担」です。 

社会保険料は翌月払いが多いので、後追いで労働

者負担分を加えると、振込人件費の約３０％が後日

月末に引き落としされることになります。 

どうしたら社会保険料が見直せるか・・・ 

 

昔はいろいろな方法がありましたが、最近はマイ

ナンバーの導入で方法も変わってきています。 

その方法は会社ごとに違います。 

詳しくは弊社まで個別にご相談下さい。 
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【編集後記 森啓治郎】  

 外国人の給与計算をされている場合、扶養親族を

０にしていませんか。 

 日本の場合と同じく、扶養親族がいれば所得税や

住民税は安くなります。 

つまり「手取額は増えます」 

  

 国税庁のホームページでは「給与等又は公的年金

等の源泉徴収及び給与等の年末調整において、非居

住者である親族（以下「国外居住親族」といいま

す。）に係る扶養控除、配偶者控除、障害者控除又

は配偶者特別控除（以下「扶養控除等」といいま

す。）の適用を受ける居住者は、その国外居住親族

に係る「親族関係書類」や「送金関係書類」（これ

らの書類が外国語で作成されている場合には、そ 

の翻訳文を含みます。）を源泉徴収義務者に提出

し、又は提示する必要があります」とあります。 

 要するに、要件を満たす書類があれば、扶養親族

の対象になるとの見解です。 

  

 またよくある質問で「いくら送金すれば扶養にな

るのか」と聞かれることが多いです。 

  

いくらの送金が必要という送金金額の基準は設け

られていません。 

といっても年間１万円でも良いのかというわけで

は決してありません。 

年間の送金額が少額なケースでは、後日の税務調

査において問題にされることもあり得ます。 

 

その際に、扶養親族ではないということになって 

 

しまった場合は、源泉徴収義務者である会社が、そ

の社員の所得税を税務署へ納税し、重加算税や延滞

税まで負担することになってしまいます。 

そのため、あまりにも常識から外れた少額の場合

は注意が必要となります。 

とはいいつつ、基準がないのはどうかと思います

ね。 

 

まだまだこの分野はグレーな部分ですね。 

ほかにもグレーな部分は多いですが、法整備が今

後進んで来ることを期待しております 
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